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島田市自治基本条例 素案 

 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 まちづくりの基本理念（第３・第４条） 

 第３章 市民等の権利及び役割（第５条・第６条） 

 第４章 議会及び議員の役割（第７条） 

 第５章 市長等の役割（第８条・第９条） 

 第６章 情報の公開（第10条―第12条） 

 第７章 市民参画（第13条―第15条） 

 第８章 公益的活動（第16条―第18条） 

 第９章 市政運営（第19条―第27条） 

 第10章 実効性の確保（第    ） 

島田市は、遥か南アルプスに源を発する大井川が市内を流れ、この大井川の恩恵

を受け、江戸時代には宿場町・木都として、明治以降は全国有数の一大茶産地として

発展してきました。 

戦後は他の自治体に先駆けて、国外都市との交流を図り、多様性を受け入れる

「おもてなし」文化も脈々と受け継いできました。 

地方分権の進展や少子高齢・人口減少社会の到来などにより、成長と拡大を基調

としてきた社会の仕組みや制度からの転換が求められているなか、次世代に個性豊か

な島田市を引き継いでいくためにも市民等、議会、市長等がお互いに尊重し合い、助

け合いながらまちづくりを進めていく必要があります。 

まちづくりには個人の考えを熟成させる「とき」、発展的な解決へ導く姿勢で臨

む対話の場が重要です。 

これからも島田市が輝けるまちとして歩んでいけるよう、自治の基本理念を共有

し、まちづくりの方針を明らかにするために、島田市自治基本条例を制定します。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、島田市におけるまちづくりの基本理念を定めるとともに、市民

等、議会及び市長等の役割等を明確にすることにより、協働のまちづくりを実現

することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 市民 市内に住所を有する者をいう。 

(2) 市民等 市民、市内に通勤又は通学する者及び市内に事務所又は事業所を有

し事業を行う法人その他の団体並びに本市のまちづくりに参加する個人及び法

人その他の団体をいう。 
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(3) 市長等 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業

委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業の管理者及び病院事業の管理者を

いう。 

(4) 協働 市民等、議会及び市長等が自らの特性及び役割を自覚するとともに、

それぞれの自主性を尊重しながら公共的な課題の解決に協力して取り組むこと

をいう。 

(5) まちづくり 生活環境の整備、安心及び安全の確保、地域福祉の推進その他

住みよい島田市の実現を目指して行われる活動をいう。 

第２章 まちづくりの基本理念 

（まちづくりの基本理念） 

第３条 本市におけるまちづくりの基本理念は、次のとおりとする。 

(1) 市民等の誰もが主体的に参加できるものであること。 

(2) 公益性を重視し、協働して行うものであること。 

(3) 相互に人格と個性を尊重し合うものであること。 

（まちづくりの原則） 

第４条 市民等、議会及び市長等が行うまちづくりの原則は、次のとおりとする。 

(1) 互いに信頼し合い、及び補い合うこと。 

(2) 積極的に情報を発信し、及び共有すること。 

(3) 十分な対話を行うこと。 

(4) 将来の展望を共有すること。 

(5) 課題を解決するに当たっては、発展的な解決策を模索し、合意形成に努める

こと。 

第３章 市民等の権利及び役割 

（市民等の権利） 

第５条 市民等は、まちづくりに参加する権利を有する。 

２ 市民等は、まちづくりに参加しないことを理由として、不利益な扱いを受けるこ

とはない。 

（市民等の役割） 

第６条 市民等は、自らまちづくりについて考えるため、次に掲げる事項を積極的に

行うよう努めなければならない。 

(1) まちづくりに関心を持ち、市政に関する情報を入手すること。 

(2) 相互に交流し、意見及び知識を交換すること。 

(3) まちづくりの担い手となる人材を育成すること。 

２ 市民は、選挙権等の権利を適切に行使するよう努めるものとする。 

３ 市民等は、納税等の義務を果たすことがまちづくりの基礎となることを認識しな

ければならない。 

第４章 議会及び議員の役割 

第７条 議会は、市長等に対する監視機関としての役割を果たすものとする。 
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２ 議会は、議会活動について積極的に市民等に発信し、及び意見を交換する機会を

設け、議会活動に反映させるものとする。 

３ 議会の議員（以下「議員」という｡)は、市民等の意見を的確に把握し、これを市

政に適切に反映させるよう努めるものとする。 

第５章 市長等の役割 

（市長等の役割） 

第８条 市長は、市政の現状及び将来像を分かりやすく市民等に示さなければならな

い。 

２ 市長等は、まちづくりに関する多様な意見を公平かつ誠実に聴き、その意見を政

策に反映させるよう努めるものとする。 

３ 市長等は、多様な機会を設けることにより、市民等がまちづくりに参加しやすく

なるよう、配慮するものとする。 

４ 市長等は、まちづくりを進めるための専門的な知識及び能力を有する職員の育成

に努めなければならない。 

（職員の責務） 

第９条 市の職員は、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を遂行しなければなら

ない。 

   第６章 情報の公開 

（情報の提供） 

第10条 議会及び市長等は、開かれた市政を一層推進するため、市民等に積極的に市

政に関する情報を提供するよう努めるものとする。 

２ 議会及び市長等は、情報の提供に当たっては、より多くの市民等が情報を入手し

やすいよう多様な手段を講ずるよう努めるものとする。 

（会議の公開等） 

第11条 議会及び市長等は、会議の公開及び会議録の公表に努めるものとする。 

（個人情報保護） 

第12条 議会及び市長等は、個人の権利利益の侵害の防止を図るため、個人に関する

情報を適切に取り扱わなければならない。 

第７章 市民参画 

（市民参画） 

第 13 条 市長等は、市政に関する計画の策定及び変更に当たっては、その検討段階

から市民の参加の促進に努めるものとする。 

（人材育成） 

第 14 条 市長等は、市民等がまちづくりに関する知識及び能力を習得するための機

会を提供しなければならない。 

２ 市長等は、まちづくりの担い手となる人材の育成に努めるものとする。 

（住民投票） 

第15条 市長は、市政に関し特に重要と認める事項について、直接、市民の意思を確
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認するため、条例で定めるところにより住民投票を実施することができる。 

２ 議員及び市長の選挙権を有する者は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条

の規定に基づき住民投票を実施するための条例の制定を請求することができる。 

３ 議員は、住民投票の実施について発議することができる。 

４ 市長は、住民投票の結果を尊重するものとする。 

５ 住民投票の実施に関する手続、投票の資格その他必要な事項は、その都度条例で

定める。 

   第８章 公益的活動等 

（公益的活動） 

第 16 条 市民等は、自治会活動、ボランティア活動等の公益的な活動に参加するよ

う努めるものとする。 

２ 市長等は、市民等が行う前項の公益的な活動を支援するものとする。 

（命を守るまちづくり） 

第17条 市長等は、市民等の生命、身体及び財産の保護を目的とする総合的かつ機能

的な活動を行うため、市民等及び関係機関と連携し、危機管理体制を整備するも

のとする。 

２ 市長等は、災害等が発生した時又は発生するおそれがあると認めるときは、速や

かに状況を把握し、対策を講ずるものとする。 

３ 市民等は、日頃から災害等に備え、災害等が発生した時又は発生するおそれがあ

ると認めるときは、自主的に避難等を行うとともに、互いに協力して避難所の運

営その他の災害時の自主防災組織の活動を行うものとする。 

（多様性を認めるまちづくり） 

第18条 市民等は、まちづくりに当たっては、多様な価値観、生活様式等を理解する

よう努めるものとする。 

２ 市長等は、価値観、生活様式等の多様性に配慮したまちづくりを推進するものと

する。 

   第９章 市政運営 

（総合計画） 

第19条 市長は、総合的かつ計画的な市政運営を図るため、総合的な指針となる計画

を策定するものとする。 

２ 市長は、前項の計画の策定に当たっては、多様な方法により幅広く市民等の意見

を聴取するものとする。 

（組織） 

第20条 市長等は、内部組織を編成するに当たっては、社会情勢の変化に適切に対応

できるものとなるよう配慮しなければならない。 

２ 市長等は、組織の編成に当たっては、組織の事務分掌が市民等に理解しやすいも

のとなるよう努めるものとする。 

（財政運営） 
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第21条 市長は、将来にわたり安定的に市政運営を行うため、財源の確保及びその効

率的かつ効果的な活用により、財政の健全性の確保に努めるものとする。 

（公共施設の適正管理） 

第22条 市長等は、市が保有する建築物、道路、橋りょうその他の公共施設の品質、

保有量及び管理費の適正化を図るものとする。 

２ 市長等は、前項の規定により適正化を図るに当たっては、次世代に過度の負担を

強いることなく、安定的に行政サービスを提供し続けられるよう、財政及び人口

の状況を勘案して行うものとする。  

（行政評価） 

第23条 市長等は、市政運営の成果、達成度等を評価し、その結果を分かりやすく市

民等に公表するものとする。 

２ 市長等は、前項の規定による評価の結果を市政運営に適切に反映させるものとす

る。 

（行政手続） 

第24条 市長等は処分、行政指導及び届出に関する手続に関し、公正の確保と透明性

の向上を図るものとする。 

（職員による通報） 

第25条 市長等は、市政運営の適法かつ公正な運営を確保するために、違法又は不当

な行為について市の職員から行われる通報を受ける体制を整備するとともに、通

報をした者がこれにより不利益を受けないよう適切な措置を講ずるものとする。 

２ 市長等は、前項の通報を受けたときは、速やかに適切な措置を講ずるものとす

る。 

（外部機関等との連携） 

第26条 市長等は、事業者、教育機関、学識経験者等との連携を図り、その知識及び

意見をまちづくりに活用するよう努めるものとする。 

２ 市長等は、国及び他の地方公共団体と連携し、まちづくりに係る課題の解決に努

めるものとする。 

（附属機関等の委員の選任） 

第27条 市長等は、市民等の意見を広く聴くため、附属機関等の委員の選任に当たっ

ては、委員の全部又は一部を公募するよう努めるものとする。 

第10章 実効性の確保 

※（仮称）島田市自治基本条例推進委員会の設置等具体的な手法については現在検討

中。 

 

 

 

 

 


